
平成２９事業年度財務諸表等の公表について 

平成３０年９月１４日 

国立大学法人一橋大学 

１．はじめに 

 平成２９事業年度の財務諸表等については、８月３１日付けで文部科学大臣より承認

されました。

 この財務諸表は、国立大学法人の特性を踏まえた、国立大学法人会計基準及びその実

務指針等に従って作成しています。

２．財務諸表の概要について 

（財政状況） 

① 資産

資産総額は 175,914 百万円で、前年度比 353 百万円の減少となっています。これは、

固定資産において、「土地」が妙高町田山寮の土地売却により 11 百万円減少したことや、

「建物」が減価償却費の計上及び妙高町田山寮の建物売却等により 558 百万円減少した

こと、流動資産において、「現金及び預金」が本学の保有する有価証券のうち平成 29 年

度に満期を迎えるものについて、満期到来に伴い償還されたことにより 393 百万円増加

したこと等が主な要因です。

② 負債

負債総額は 24,401 百万円で、前年度比 215 百万円の増加となっています。これは、「資

産見返負債」が固定資産を新規に取得したことにより 72 百万円増加したことや、「未払

金」が退職者の増加による退職金の未払計上の増加等により 139 百万円増加したこと等

が主な要因です。

③ 純資産

純資産総額は 151,514 百万円で、前年度比 568 百万円の減少となっています。これは

「資本金」が妙高町田山寮にかかる土地及び建物売却で減資したことにより 15 百万円減

少したことや、「資本剰余金」が損益外減価償却累計額の増加等により 552 百万円減少し

たこと等が主な要因です。
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（運営状況） 

④ 経常費用 

  経常費用総額は 11,298 百万円で、前年度比 271 百万円の減少となっています。これは、

「教育経費」が小平屋内運動場改修工事終了の反動による修繕費の減少で 139 百万円減

少したことや、「教育研究支援経費」が図書の除却が少なかったことによる減価償却費の

減少で 80 百万円減少したこと等が主な要因です。 

 

⑤ 経常収益 

  経常収益総額は 11,552 百万円で、前年度比 295 百万円の増加となっています。これは、

「運営費交付金収益」が費用進行基準による執行が増大したこと等により 212 百万円増

加したことや、「寄附金収益」が費用進行基準による執行が増大したことにより 158 百万

円増加円増加したこと、一方で、「補助金等収益」が補助金を財源とした大型機器の導入

で資産計上したこと等により、20 百万円減少したこと等が主な要因です。 

 

⑥ 当期総利益 

  効率的な事業の実施による経費節減等により経常費用が減少し、一橋講堂の施設使用

収益の増等による経常収益の増加等により、285 百万円の当期総利益を計上しました。 

 

 

３．おわりに 

 

 国立大学法人は運営の基盤となる運営費交付金の交付を受けておりますが、平成 28 年

度を初年度とする第３期中期目標期間においては、国による運営費交付金の配分方針が

見直され、毎年度、機能強化促進係数（本学△1.6％）により基盤的経費が減額され、こ

れを財源として各大学における機能強化の取組に対する評価に基づき機能強化促進経費

として再配分される仕組みが導入される等、安定的な財源の確保がますます厳しい状況

に置かれております。 

このような状況の中で、効果的な大学運営を実現するために、業務運営の合理化・効

率化等をより一層推進させ、業務改善に努めて参ります。 
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Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土地

建物

構築物

工具器具備品

図書

美術品・収蔵品

船舶

車両運搬具

建設仮勘定

２　無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

３　投資その他の資産

投資有価証券

預託金

Ⅱ　流動資産

現金及び預金

未収学生納付金収入

うち徴収不能引当金

未収入金

有価証券

前払費用

立替金

仮払金

短期貸付金

資産の合計

△93

3,037

△352,984

5,459,501

※ 上記の計数は千円単位で表記しており、千円未満を四捨五入してあるので、合計の合わない箇所があります。
（以下、特に断らない限り同じ）

176,267,327

217

9,536

24,236

△4,555

104,712

35,482

4,789,880

499,994

- 1,835 1,835

187,863

1,181

△996

△65,393

13,20437,439

393,448

184,328

20

5,643,829

5,183,328

34,485

△3,375

39,318

2,946,703

338,101 △161,894

- 

187,863

- 

△97,703

△97,703

平成28事業年度 増　減平成29事業年度
（単位：千円）

134,509,692

167,791,829

170,807,826

　科　目

△627,471

【資産の部】

134,499,147

167,164,358

170,270,514

845

8,819

749,893

14,227,384

△97,427

629

279

- 

97,899

607,958

16,997,676

△537,312

12,637

△72,551

△558,393

△10,545

605,617

535,407

16,439,283

592,980

158,589

159,434

- 

629

9,097

749,893

14,325,284

2,946,722

- 

256,292

257,137

845

2,758,860

12,573

124

175,914,343

20

97,427

2,758,840

貸借対照表 Ｂ／Ｓ（Ｂａｌａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔ）

妙高町田山寮の土地売却（△10,545千

円）による減

ボートパーツ購入（+3,026千円）によ

る増（減価償却△2,747千円）

図書の購入による増

千代田キャンパス改修教室等整備事業

の完了による減（△97,427千円）

北海道電力社債取得による増（+501,105

千円）、平成30年度に満期を迎える有価証

券の固定資産から流動資産への振替によ

る減（△338,503千円）

妙高町田山寮の建物（附属設備含む）

売却（△16,316千円）による減、千代

田キャンパス教室改修（+229,862千

円）、イノベーション研究センターの

改修（+145,225千円）による増等

（減価償却△967,196千円）

バッテリー式階段運搬車購入（+702千

円）による増（減価償却費△73千円）

期末における資産、負債及び純資産の残高を示し、本学の財政状態を表すもので、表の左側で元手資金をどのような形で運用してい

るのかを表し、右側で元手資金をどのような方法で集めているかを表しています。

証明書発行システムの購入（+3,780千

円）による増等

（減価償却△106,997千円）

定期預金への預入による増等

遠隔講義システム及びe-learningシス

テム導入に伴う映像音響機器購入

（+110,899千円）による増等

（減価償却△191,006千円）

イノベーション研究センターのスロー

プ設置（+2,256千円）による増等

（減価償却費△75,768千円）

満期保有目的債券の償還による減、平成

30年度に満期を迎える有価証券の固定資

産から流動資産への振替による増

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

引当金

退職給付引当金

環境対策引当金

長期リース債務

資産除去債務

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務 （※）

預り施設費

寄附金債務 （※）

前受共同研究費

前受受託事業費等

前受金

預り科学研究費補助金等

預り金

リース債務

未払金

環境対策引当金

負債の合計

Ⅰ　資本金

政府出資金

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金

損益外減価償却累計額（－）

損益外減損損失累計額（－）

損益外利息費用累計額（－）

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金

目的積立金

積立金

当期未処分利益

（うち当期総利益）

Ⅳ　その他有価証券評価差額金

純資産の合計

負債・純資産の合計

【純資産の部】

157,843,538 157,828,788

157,843,538 157,828,788 △14,750

230,206 284,800 54,594

703,094 431,149 △271,945

△15,365,326 △16,311,254 △945,928

△84,339 △62,853 21,486

△6,727,599 △7,279,276 △551,678

△26,592 △28,876 △2,284

176,267,327 175,914,343 △352,984

32,485 50,302 17,817

152,081,724 151,513,766 △567,958

933,300 913,953 △19,347

2,360

195,645

- 

- 195,645

2,360

24,185,603 24,400,577 214,974

24,566 628 △23,939

896,588 1,035,893 139,305

5,400 5,400

- 33,798 33,798

6,081 9,801 3,720

139,649 133,204 △6,445

72,004

平成28事業年度 増　減

【負債の部】

　科　目 平成29事業年度
（単位：千円）

16,271,252

(284,800)(230,206) (54,594)

7,914,351 8,171,358 257,007

28,867 91,523 62,656

21,365 23,419 2,054

6,543,430 6,586,566 43,136

138,878 139,051 173

114,927 112,075 △2,852

8,748,658 9,123,707 375,048

△14,750

11,840 12,124 284

4,575 - △4,575

16,416 12,124 △4,291

16,229,219 △42,033

15,933,701 16,005,705

168,964 56,889 △112,075

152,172 154,500 2,329

- 

（※）運営費交付金債務・寄附金債務

運営費交付金等は、受領時に収益ではなく債務として流動負債へ計上します。これは、教育や研究など、交付額や受領額に見合う

一定の事業を実施する責務を負っていることによります。これらの債務は、期間の経過や事業のための支出額等に伴い、収益化され

ます。

PCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理に

使用、また平成30年度実施分は未払金に

計上したことによる減

政府出資の固定資産に係る減価償却の計

上等による減

妙高町田山寮にかかる土地及び建物売却

により減資したことによる減

一橋講堂における収益の増、水道光熱

費等の経費節減等による増

平成30年1月29日付で、平成28年度の利

益処分案が文部科学大臣に承認された

ことによる増

千代田キャンパス改修教室等整備事業に

より執行したことによる減

目的積立金及び前中期目標期間繰越積

立金を財源とした固定資産の取得による

工事契約による支出等翌年度4月に支払

いとなる未払金額の増加等による増

固定資産を新規に取得したことによる増の

一方、除却及び減価償却による減

平成29年度に交付を受けた施設整備費補

助事業が完了しなかったことによる増

リース会社への支払額が減少したことによ

る減

平成30年度支払分を流動負債に振り替え

たことによる減

寄附金事業の平成30年度への繰越による

収益化における業務達成基準及び費用進

行基準を適用する事業の次年度繰越の増

加による増

科学研究費補助金（直接経費）受入額減

少による減

平成29年度にPCBの処理を行ったことによ

る減

減損を認識した資産を売却した反動による

増
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Ⅰ　経常費用

業務費

教育経費

研究経費

教育研究支援経費

受託研究費

共同研究費

受託事業費

人件費

一般管理費

財務費用

支払利息

費用計 11,033,962 11,310,005 276,042

固定資産除却損 7,130 12,140 5,011

7,130 12,140 5,011

雑損 2,450 1,841 △610

為替差損 222 148 △74

Ⅱ　臨時損失

5,885 4,081 △1,804

682,448 794,477 112,029

5,662 3,933 △1,729

7,206,259 7,450,136 243,877

152,456 164,855 12,399

6,291 - △6,291

2,780 3,450 670

579,928 436,856 △143,072

739,833 777,022 37,189

1,648,501 1,665,147 16,646

10,336,050 10,497,466 161,416

11,026,832 11,297,864 271,032

科　目 平成28事業年度 増　減
平成29事業年度

（単位：千円）

人件費

7,206百万円 65.9%

教育経費

1,665百万円

14.7%

研究経費

777百万円

6.9%

教育研究支援経費

437百万円

3.9％

受託研究費等

168百万円

1.5%
一般管理費

794百万円

7.0%

その他

5百万円 0.1%

役員・常勤教員

4,706百万円

41.7％

非常勤教員

768百万円

6.8%

常勤職員

1,338百万円

11.8%

非常勤職員

638百万円

5.6%

経常費用

11,298百万円

損益計算書 Ｐ／Ｌ（Ｐｒｏｆｉｔ ＆ Ｌｏｓｓ Ｓｔａｔｅｍｅｎｔ）

千代田キャンパス教室改修（+39,239千

円）、英語コミュニケーションスキル

科目実施による業務委託費（+74,222千

円）による増、小平屋内運動場改修工

事終了による修繕費の（△138,560千

円）減

イノベーション研究センター改修

（+71,774千円）による増

常勤教員の退職手当（+243,780千円）

の増

一会計期間に費用、収益がどれだけ発生したかを表し、本学の運営状況を明らかにするもので、本学が、教育・研究等の

業務を実施した費用をどの財源（収益）で賄ったのかを表しています。

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理の委託

（+55,587千円）による増

平成28年度に図書を除却して償却費と

して費用計上したことによる反動減

平成29年度に実施予定の事業を平成30

年度に繰り越したことによる減

（単位：千円）

Ⅰ　経常収益

運営費交付金収益

授業料収益

入学金収益

検定料収益

受託研究収益

共同研究収益

受託事業等収益

補助金等収益

寄附金収益

施設費収益

資産見返負債戻入

雑益

Ⅱ　臨時利益

運営費交付金収益

資産見返負債戻入

230,206 284,800 54,594

目的積立金取崩額 0 41,794 41,794

当期総利益
（当期純利益＋目的積立金取崩額）

230,206 243,006 12,799当期純利益（収益計－費用計）

11,553,011 288,842収益計 11,264,169

7,130 1,170 △5,959

7,130 1,170 △5,959

- - 

510,186 497,244 △12,942

97

受取利息 58 156 97

財務収益 58 156

317,282 245,032 △72,249

141,305 84,663 △56,642

728,765 886,851 158,086

129,121 109,298 △19,823

153,046 173,770 20,724

6,291 0 △6,291

2,780 3,450 670

459,265 481,515 22,250

123,633 130,806 7,173

5,689,537 5,901,187 211,651

2,995,769 3,037,867 42,098

平成29事業年度
科　目 平成28事業年度 増　減

11,257,039 11,551,840 294,801

費用進行基準による執行が増大したこと

による増

在籍者は減少したものの、授業料財源で

の執行が増大したことによる増

施設使用収益の減（△3,979千円）等によ

る減

運営費交付金収

益

5,901百万円…

学生納付金収益

3,650百万円

31.6%

基幹運営費交付金

（機能強化経費以外）

4,867百万円

42.1%

機能強化経費

481百万円

4.2%

特殊要因経費

554百万円

4.8%

授業料収益

3,038百万円

26.3%

入学金収益

482百万円

4.2%

検定料収益

131百万円

1.1%

受託研究等収益

177百万円

1.5% 寄附金収益

867百万円

7.7%

補助金等収益

109百万円

0.9%

施設費収益

85百万円

0.7%

資産見返負債戻入

245百万円

2.1%

その他

497百万円

4.3％

経常収益

8,801百万円

補助金を財源とした大型機器の導入で資

産計上したこと等による減

平成29年度に実施予定の事業を平成30

年度に繰り越したことによる減

寄附金を財源とする執行額の増加による

増

施設費補助金財源でのイノベーション研

究センター改修工事による執行増、大学

改革・学位授与機構施設費財源での附属

図書館便所改修工事による執行増、小平

屋内運動場改修電気設備工事」の終了に
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（単位：千円）

科  目 平成28事業年度 増　減平成29事業年度

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △2,391,128 △2,452,433 △61,305

人件費支出 △7,240,249 △7,254,539 △14,290

その他の業務支出 △569,727 △734,236 △164,509

運営費交付金収入 5,766,351 5,980,815 214,464

授業料収入 2,859,190 2,880,067 20,877

入学金収入 448,211 475,170 26,959

検定料収入 123,633 130,806 7,173

受託研究収入 2,780 3,700 920

受託事業等収入 180,120 243,182 63,061

共同研究収入 2,400 5,400 3,000

補助金等収入 141,987 209,448 67,461

補助金等の精算による返還金の支出 △5,493 △9,357 △3,864

寄附金収入 905,297 952,934 47,637

268,994 108,434

その他収入 521,839 496,910 △24,929

預り金の増減 38,243 △5,846 △44,090

小計 783,454 922,020 138,566

国庫納付金の支払額

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △362,754

△22,095 - 22,095

△3,889

業務活動によるキャッシュ・フロー 761,359 922,020 160,662

△909,757 △707,622

有価証券の売却・償還による収入 - △501,105 △501,105

△682,082 △319,328

定期預金の払出による収入

定期預金の預入による支出 △1,000,000 500,000 1,500,000

1,000,000 △500,000

施設費による収入 160,560

Ⅶ　資金期末残高 4,789,880 4,683,328 △106,552

財務活動によるキャッシュ・フロー △117,475

Ⅵ　資金期首残高 4,348,132

Ⅳ　資金にかかる換算差額

投資活動によるキャッシュ・フロー △202,135

4,789,880 441,748

Ⅴ　資金増加（減少）額 441,748 △106,552 △548,300

- 

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

△118,815

△1,500,000

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 - 7,560 7,560

大学改革支援・学位授与機構への納付による支出 - △3,280 △3,280

リース債務の返済による支出 △114,927

△1,340

1,730利息の支払額

△111,857

△5,619

△3,070

97156

- 

利息及び配当金の受取額 58

キャッシュ・フロー計算書

退職者数増による支出の増

受験者数の増加による増

通常の業務の実施に係る資金の収支

状況

退職手当の精算等による入金の増

補助金の受入額の増

水道光熱費の減による支出の減

固定資産購入にかかる支出の増

妙高町田山寮の土地及び建物の売却

による収入

借入・返済による収入・支出等、資

金の調達及び返済等に係る資金の収

支状況

投資活動に係る資金の収支状況

外貨建て預金を円換算した場合の差

額相当額

一会計期間の資金（キャッシュ）の流れ（フロー）を一定の活動別に区分して表すもので、「貸借対照表」や「損益計算書」

からは読み取ることができない、実際の資金の流れや過不足を表します。

寄附金の受入額の増

5大学共同運用への預入および払出

施設整備費補助金の受入額の増

妙高町田山寮の土地及び建物の売却

による収入に伴う大学改革支援・学

位授与機構への納付額

　　

　　

- - 

現金の裏付けあり（経営努力認定）＝目的積立金

現金の裏付けあり（経営努力認定外）＝積立金

積立金 - 

教育研究の質の向上及び組織運
営の改善積立金

- 284,800 284,800

当期未処分利益＝当期総利益－前期繰越欠損金 現金の裏付けなし＝積立金

（単位：千円）

科  目 平成28事業年度 増　減平成29事業年度

Ⅰ　当期未処分利益

当期総利益 230,206 284,800 54,594

前期繰越欠損金 - - - 

Ⅱ　利益処分額

大臣承認後、中期目標期
間中に使用可能

4,000

△1,000
中期目標期間終了時、国
庫納付の対象

6,000 ある

当期総利益 当期未処分利益

9,000

3,000

2,000 対象外
積立金（現金の裏付けあり）

2,000

なし

現金の裏付け 経営努力認定

対象

欠損が出た場合の補てん
にのみ使用

3,000

積立金（現金の裏付けなし）

4,000 目的積立金

当期未処分利益 現金の裏付け 経営努力認定

284,800 284,800 284,800 ある 目的積立金相当額

大臣承認後、中期目標期
間中に使用可能

284,800 284,800

当期総利益

10,000

利益の処分に関する書類（案）

＜参考＞剰余金の繰越承認について

決算剰余金の翌事業年度への繰越に係る大臣承認（目的積立金）は、当期未処分利益のうち、経営努力によるもので現金の裏付けがあり、

事業の用に供することが可能な額が対象となります。

前期繰越欠損金を

仮に1,000とする

前期繰越欠損金：0

（単位：千円）

損益計算書により算定された当期総利益（又は当期総損失）から、前期繰越欠損金の金額を差し引いて算定される当期

未処分利益（又は当期未処理損失）の処分（又は処理）の内容を明らかにするために作成するものです。

【本学の平成29事業年度の場合】

当期未処分利益のうち、剰余金の繰越

承認が得られない部分で、

①現金の裏付けが無いもの、

②現金の裏付けはあるが、制度面又は

法人運営面において法人の経営努力に

よるものと考えることが困難なもの、

の２つに大別される

国立大学法人法第35条において準用す

る独立行政法人通則法第44条第3項によ

り文部科学大臣の承認を得ようとする

額

5



Ⅰ　業務費用 6,040,727 6,068,835 28,108

（1）損益計算書上の費用 11,033,962 11,310,005 276,042

業務費 10,336,050 10,497,466 161,416

一般管理費 682,448 794,477 112,029

財務費用 5,885 4,081 △1,804

雑損 2,450 1,841 △610

臨時損失 7,130 12,140 5,011

（2）（控除）自己収入等 △4,993,235 △5,241,169 △247,934

授業料収益 △2,995,769 △3,037,867 △42,098

入学料収益 △459,265 △481,515 △22,250

検定料収益 △123,633 △130,806 △7,173

受託研究収益 △2,780 △3,450 △670

共同研究収益 △6,291 - 6,291

受託事業等収益 △153,046 △173,770 △20,724

寄附金収益 △728,765 △886,851 △158,086

資産見返負債戻入 △163,337 △171,545 △8,208

財務収益 △58 △156 △97

雑益 △357,554 △354,039 3,515

臨時収益 △2,736 △1,170 1,565

Ⅱ　損益外減価償却等相当額 1,076,128 986,049 10,192

Ⅲ　引当外賞与増加見積額 10,245 △10,282 △20,527

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 138,850 △174,492 △313,342

Ⅴ　機会費用 97,495 67,203 △30,293

政府出資の機会費用 97,424 67,130 △30,294

Ⅵ　（控除）国庫納付額 - - - 

Ⅶ　国立大学法人等業務実施コスト 7,363,445 6,937,313 △426,132

（単位：千円）
平成29事業年度

科　目 平成28事業年度 増　減

国又は地方公共団体の無償又は減額
された使用料による貸借取引の機会
費用

71 72 2

損益計算書上の費用から、自己収入等

（学生納付金、外部資金等）を控除し

た相当額

国立大学法人等業務実施コスト計算書

本学の教育・研究等の業務運営に要した費用（コスト）のうち、どれだけ国民の税金で賄われているのかを「国立大学法人

等業務実施コスト計算書」として表すもので、この計算書は、民間企業にはなく、独立行政法人や国立大学法人特有のもので

す。

【１年間の運営にかかる国民が負担する一人あたりコスト】

業務実施コスト ÷ 総人口 ＝ （6,937,313千円 ÷ 126,695千人） ＝ 約55円

※ 出典：「人口推計」（総務省統計局）2016年12月1日現在

※

支払財源が運営費交付金である賞与引

当金の増加見積相当額（前年度との差

額を計上）

支払財源が運営費交付金である退職手

当引当金の増加見積相当額（前年度と

の差額を計上）

国立大学法人であるために免除されて

いる費用

算定に使用する10年利付国債の利回り

が上昇した影響による増

（H28 0.065%→H29 0.045%）

収益に上がらない資産の減価償却費、利

息費用、除売却差額の相当額

運営費交付金 5,918 △9

施設整備費補助金 213 △87

補助金等収入 206 3

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 22 - 

自己収入 3,840 78

授業料、入学料及び検定料収入 3,486 26

雑収入 354 52

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 1,281 △240

目的積立金取崩額 207 △65

計 11,687 △321

業務費 9,679 △282

教育研究経費 9,679 △282

施設整備費 235 △87

補助金等 206 3

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 1,231 △289

計 11,352 △656

336 336

　学生宿舎「景明館」の整備事業

　相模湖合宿所の改修事業

　体育館・武道場の改修事業

▲国際学生館「景明館」

3,762

（単位：百万円）

区　分 予算額 決算額 差額（決算－予算）

収　　入

5,928

300

203

22

12,008

3,460

302

1,521

272

12,008

支　　出

9,961

9,961

322

203

1,521

収　　入　－　支　　出 - 

47,096千円

39,647千円

合　計 447,759千円 ▲全天候型陸上競技場

24,057千円陸上競技場の改修事業

第二期中期計画期間の執行実績

336,959千円

決算報告書
国における会計認識の基準に準じて作成することとされており、国立大学法人の運営状況の見込みとその実績を表すもので

す。

具体的には、年度計画における予算額（文部科学省から示される運営費交付金算定上の予算額等を基に算定したもの）と実

際に執行した決算額を対比しています。

目的積立金の推移

本学では平成16年度の法人化以降、経営努力により計上した利益を毎年度目的積立金として積み立て、教育研究の質の向上及び組織運営の改

善のために計画的に執行しています。
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平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

当期総利益

目的積立金残高

（百万円）

※

※ 平成26年度の目的積立金残高は、文部科学大臣から

目的積立金として承認を受けた場合の予定額です。

第一期中期計画（平成16年度～平成21年度） 第二期中期計画（平成22年度～平成27年度）

予算積算にない国からの予算が措置され

たこと等による増

ライフライン再生事業予算の翌年度への

繰越等による減

一橋講堂の施設使用料収入の増加等によ

る増

寄附金事業の翌年度以降への繰越による

未修整

事業計画の変更等による減

予算積算にない国からの予算が措置され

たこと等による増

授業料収入の増加等による増

寄附金収入の減少等による減
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